社会福祉法人石巻市社会福祉協議会福祉団体及びボランティア団体活動助成金交付要綱
（目的）

第１条　この要綱は、石巻市内で活動している福祉団体及びボランティア団体（以下「活動団体」という。）に対し、社会福祉法人石巻市社会福祉協議会（以下、「本会」という。）が、福祉団体及びボランティア団体活動助成金（以下、「助成金」という。）を交付し、活動団体の円滑な運営と地域福祉の推進を図ることを目的とする。

（助成対象団体）

第２条　助成金の交付対象となる活動団体は、次に掲げる要件を満たす団体とする。
（１）本会が設置するボランティアセンターに登録し、かつ本会の活動に理解と協力が得られる団体。
（２）市内の高齢者や障害者、児童等を対象とした事業を行い、地域福祉の向上を目的とした支援活動、生きがい活動等の事業を継続的に実施している団体。
（３）団体の所在及び活動の基盤が市内であること。
（４）会員数が１０人以上で構成する団体であり月１回以上開催し、かつ会員会費を徴収し、会則、予算、決算等組織に関する定めがあること。
（５）会員数が５人以上で構成する団体であり年４回以上開催し、かつ会員会費を徴収し、会則、予算、決算等組織に関する定めがあること。

２　前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、助成金の交付対象としないものとする。
（１）本会、行政、共同募金会等他の団体から、補助金、助成金、委託金等の交付を受けている団体。
（２）専ら営利を目的とし、公益性を欠く団体。

（３）事業の効果が特定の個人又は団体のみに帰属する団体。
（４）前各号に掲げるもののほか、本会が助成することが適当でないと認めた団体。

（対象事業）
第３条　助成金の交付対象となる事業は、次のとおりとする。
高齢者や障害者、児童等を対象とした事業を定期的、継続的に実施し、地域福祉の向上を目的とした支援活動、生きがい活動等の事業。
（対象経費）

第４条 助成金の対象経費は、第３条に規定する助成金対象事業に要する経費とする。ただし、次に掲げる経費については、助成の対象としないものとする。

（１）飲食費、接待費、交際費、土産等儀礼的・交際費的経費
（２）団体の経常的管理運営経費
（３）前各号に掲げるもののほか、本会が助成することが適当でないと認める経費
（助成金の額）

第５条　助成金の額は、次に掲げるものとする。
（１）第２条第４号に規定する団体は、１団体につき年１回２万円を限度として予算の範囲内で交付する。

（２）第２条第５号に規定する団体は、１団体につき年１回１万円を限度として予算の範囲内で交付する。
（助成金の交付申請）

第６条　助成を受けようとする団体は、助成金交付申請書（様式１）に記入し、次に掲げる書類を添えて申請するものとする。

　（１）会則
（２）当該年度の事業計画書及び収入支出予算書
　（３）会員名簿
（４）前各号に掲げるもののほか、本会会長が必要と認める書類

（助成金の交付決定）
第７条　会長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査の上、助成金の交付の可否を決定し、助成金交付可否決定通知書（様式２）により団体に通知するものとする。
（事業の変更等）

第８条　助成金の交付決定を受けた団体（以下、「交付団体」という。）が、補助対象事業の変更又は廃止をしようとするときは、助成金交付変更(廃止)承認申請書（様式３）を提出し、本会会長の承認を受けなければならない。

２　本会会長は、前項の申請書が提出されたときは、これを審査の上、補助対象事業の変更又は廃止について承認の可否を決定し、助成金交付変更(廃止)承認通知書（様式４）により交付団体に通知するものとする。

（実績報告）

第９条　交付団体は、事業終了後１ヶ月以内に、助成金実績報告書（様式５）に次に掲げる書類を添えて、本会会長に提出しなければならない。

　（１）事業報告書及び収支決算書

　（２）助成金で使用した分の領収書の写し 
　（３）活動の様子が分かる写真
　（４）前各号に掲げるもののほか、その他本会会長が必要と認める書類
（助成金の返還等）

第１０条　本会会長は、前条の規定による助成金交付変更(廃止)承認申請書（様式３）を受理したときは、助成金交付の取消し又は変更することが出来る。また、必要に応じ助成金の一部又は全部の返還を命ずることができる。

２　この助成金を目的外に使用したことが認められるときは、必要に応じ助成金の一部または全部の返還を命ずることができる。

３　詐欺その他不正な手段により助成金の交付を受けたときは、助成金の全部の返還を命ずることができる。

４　事業実施後、第９条に規定する実績報告書並びに必要書類の提出がない場合は、必要に応じ助成金の一部または全部の返還を命ずることができる。

５　事業実施後に繰越金があった場合には、助成金以外の資金(自己資金等)によるものを除いて、残額の返還を命ずることができる。

（委任）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、本会会長が別に定める。

附　則

１　この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。

２　平成１８年４月１日施行の福祉団体等活動助成金交付要綱は、廃止する。
附　則
　１　この要綱は令和６年４月１日から施行する。
